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第２次行政改革平成２６年度実施状況 

大綱及び実施計画 平成２３年２月策定 
 

 【計画期間】   平成２３年度から平成２７年度までの５年間 
 

 【基本目標】   短期的：平成２８年度以降の市民サービスに重大な影響を与えない   
            長期的：自立した自治体としての行財政基盤の構築 
 

 【実施項目】   大綱に掲げた５つの基本方針、１３の推進項目に沿い、４１の実施 
           項目を掲げる。※ 平成２６年度改訂後、次ページ参照 
 

 【効果見込額】  ５年間累計で６４３，０３７千円を見込む。（平成２６年度改訂後） 

実施計画の実施状況 
 

 【実施状況】  予定以上：３０件（７３．２％）、ほぼ予定どおり：４件（９．８％） 
          遅延：７件（１７．１％）、未着手：０件（０．０％） 
 

 【効果額】    平成２６年度までの効果見込額 ６０１，７１１千円  
             ⇒ 平成２６年度までの効果実績額 ６２９，０５６千円  
                                      ２７，３４５千円の増              

行政改革審議会答申 
 

「実施率が昨年度から改善し、また、効果額が目標を上回るなど一定の評価をする」  



財政の
健全化 

計画的な財政運営  ３件：計画的な財政運営、民間経営感覚の導入など 

自主財源の確保 １４件：収納率の向上、ケーブルテレビ基本利用料の有料化など 

歳出の削減  ６件：特別職給与の特例減額の実施、管理職手当の特例減額の実施など 

事務事業の見直し  ２件：市バス路線の見直し、電算化システムの簡素化 

簡素で 

効率的 

な組織 

の構築 

組織・機構の見直し  ４件：組織・機構の見直し、決裁区分の見直しなど 

総合支所の見直し  ２件：総合支所の見直し、分庁の見直し 

定員管理の適正化  １件：計画的な職員数の削減 

給与の適正化  １件：給与制度（体系）の見直し 

民間活 

力の 

導入 

民営化・民間委託の推進  ２件：民間委託の推進、ケーブルテレビ事業民営化の検討 

公共施設の見直し  ２件：指定管理者制度の導入推進、施設の統廃合の推進 

人材の 

育成 
人事評価制度の導入等  １件：人事考課制度の本格運用 

市民と 

の協働 

市民参画の推進  １件：市民提案制度の導入 

地域協働の推進  ２件：地域づくり交付金制度の創設、公共施設への里親制度の導入 



No 実施事項 実施内容 取組結果 「遅延」となった理由 
審議会意見 
（抜粋） 

担当課 

4-1 

徴収率の
向上（現年
度分）【市
税】 

 自主財源の確保を図るため、市民
税、固定資産税、軽自動車税につい
て、計画期間内で徴収率（現年度
分）を１ポイントアップを目指す。 

目標： 
徴収率97.3％ 
結果： 
徴収率97.0％ 

 高額納税者が、特殊事情により納
税遅延となったため。  

 税負担の公平
性を確保するた
め、現行の取組
みを拡充・継続
するとともに、訪
問・電話催告の
取組みなどの強
化を求める。 

税務課 

5-1 

徴収率の
向上（滞納
繰越分）
【市税】 

 自主財源の確保を図るため、市民
税、固定資産税、軽自動車税につい
て、計画期間内で徴収率（現年度
分）を１ポイントアップを目指す。 

目標： 
徴収率16.3％ 
結果： 
徴収率13.1％ 

 不動産差押に対し、任意売却によ
る差押解除のための一括納付が減
少したため。 

税務課 

17 市バス路線
の見直し 

 有償の市バスと無償の福祉バスを
原則統一することとし、併せて乗車
率の低い路線については、廃止、統
合を行うなど抜本的に見直す。 

― 
 新庁舎建設が具体化してきたこと
による交通体系のあり方について
再検討が必要となったため。  市民ニーズや

新たな行政需要
などに応じるも
のについては、
新庁舎建設を待
たずに対応する
ことを求める。 

庁舎・
交通体
系対策
室 

25 総合支所
の見直し 

 総合支所については、総合支所の
実態や定員適正化計画実現の観点
から、本庁部署に再編する方向で見
直す。 

― 
 嘉麻市新庁舎施設整備等審議会
等を踏まえ検討する必要があるた
め。 

人事秘
書課 

26 
分庁の見
直し 

 非効率な組織運営となっている分
庁形態について、本庁舎問題と併せ
て、その解消を目指して見直しを行う。 

―  
 嘉麻市新庁舎施設整備等審議会
等を踏まえ検討する必要があるた
め。 

人事秘
書課 

27 
計画的な職
員数の削
減 

 定員適正化計画に基づき、計画的
に職員数を削減する。 

目標： 
全体数423人 
結果： 
全体数428人 

 庁舎問題に伴う業務増や、業務
の民間委託が進捗しない中、一方
では権限委譲や行政需要の多様化
などにより、業務は年々増加してお
り、それに対応するための職員数を
確保したため。 

 350人体制に

向け、目標どお
り、若しくは目標
年次より早期の
達成を期待する。 

人事秘
書課 

35 
地域づくり
交付金制
度の創設 

 縦割り補助金を整理統合し、地域
づくり交付金を創設する。 

― 

 新たなコミュニティを構築していく
上で、各課が所管する事項におけ
る課題点の洗い出しを行っている
段階で、関係団体との調整も必要と
なることから、協議が進んでいない。 

 まずは、市民
目線でのコミュ
ニティのあり方
などを把握する
必要がある。 

企画調
整課 

遅延項目一覧 



第３次行政改革のポイント（見込） 

大綱及び実施計画 平成２８年２月末策定予定 
 

 【計画期間】   平成２８年度から平成３２年度までの５年間 
 

 【基本目標】   短期的：収支不足による市民サービスへの重大な影響の回避   
            長期的：自立した自治体としての行財政基盤の構築 
 

 【実施項目】   大綱に掲げた６つの基本方針、１３の推進項目に沿い、５１の実施 
           項目を掲げる。 
             

            ● 財政の健全化  
             ⇒ 徴収率の向上、市有財産の売却等の推進、基金・公金の効率的運用など 
            ● 市民ニーズや行政需要に応じた効率的な組織の構築 
             ⇒ 組織・機構、総合支所の見直し、計画的な職員数の削減など 
            ● 事務事業の見直し 
             ⇒ 敬老事業等各事務事業の見直し、公立保育所・嘉麻クリーンセンター・嘉 
              麻浄化センターや各事務事業の民営化・民間委託など 
            ● 公共施設の見直し  
             ⇒ ＰＦＩによる新たな公共サービスの提供、嘉麻斎場・美術館などの管理運     
              営業務の指定管理者の導入、嘉穂プール・稲築スポーツプラザなどの社会 
              体育施設の廃止・統廃合など 
            ● 人材の育成 
             ⇒ 人事考課制度の本格実施、長時間時間外勤務労働の削減など 
            ● 市民との協働 
             ⇒ 地域協働の推進 
 

 【効果見込額】  ５年間累計で約２５億円を見込む。 


